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生産年齢
人口比率

生産年齢人口
（15～64歳）総人口

58.2％403,255693,3892020年

57.6％374,165649,9782030年

53.5％320,131598,6802040年
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●「社会通念・慣習・しきたり」における男女の平等感
（男性のほうが優遇と感じる人の割合）

●自治会・町内会における女性役員の割合

第３次静岡市男女共同参画行動計画等の評価と今後の課題

2014年度
67.7％

目標値

60％以下

2015年度
10.6％

目標値

20％

●夫婦間における「なぐるふりをして、おどされる」を
暴力と認識する市民の割合

2015年度
59.0％

目標値

100％

●男性の「育児休業」「介護休業」取得について
賛成する男性の割合

2014年度
58.9％

目標値

80％

幼少期からのジェンダー平等意識
醸成のための教育

関係機関と連携支援できる体制づ
くり（DV・虐待との関連など）

女性の意見が届きやすい
環境づくり（自主防災組織などの
女性参画割合の増加）

企業への積極的な働きかけ（労働
の場における男女共同参画の実
現）

次
期
計
画
で
重
点
的
に
推
進

＜現計画の成果指標＞

DV
防止

女性
活躍

2021年度調査
65.6％

2021年度調査
79.0％

2021年度調査
15.1％

2021年度調査
75.8％

2018年度調査
74.4％

2018年度調査
57.4％

2018年度調査
12.4％

2018年度調査
62.9％

第４次静岡市男女共同参画行動計画の施策の体系
３つの分野、
９つの基本目標に分類します
（基本目標の詳細は1⁻2⁻2以降参照）

基本目標のうち、
以下の４つについて
重点的に推進します

ジェンダー平等と人権を尊重する教育の充実

ジェンダーに基づくあらゆる暴力の根絶

地域における男女共同参画の実現

男女共同参画の視点にたった
ワーク・ライフ・バランスの実現

DV
防止

女性
活躍

DV
防止

女性
活躍

DV防止
基本計画関連

社会制度・慣行の見直し

（基本目標２）

（基本目標７）

（基本目標３）

（基本目標６）

支援現場市の事業 労働の場教育現場 地域

教育・啓発 人材育成 情報発信

＜概念図＞
８年後の目指す姿
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・

ギ
ャ
ッ
プ
の
解
消

安
全
安
心
な

暮
ら
し
の
実
現

女性活躍推進
計画関連
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<１>市民の自発的な学びの支援
（学習行動への誘因）

<２>市民の学びの環境整備
（学習機会の充実）

生涯にわたる学びと成長の好循環を生み出す



















個別分野群分野総称

1.憲法 2.人権 3.多様性の尊重 4.男女共同参画 5.ＤＶ
6.多文化共生 7.社会的包摂

A 人権・共生

1.政治 2.宗教 3.経済 4.国際関係 5.戦争体験 6.時事問題B 政治・時事

1.情報リテラシー 2.メディアリテラシー 3.知的財産
4.デジタルデバイドの解消

C 情報・通信

1.職業能力の向上 2.キャリア観の形成 3.就労支援 4.労働問題
5.農林漁業体験

D 職業・労働

1.科学 2.技術 3.伝統工芸E 科学・技術
1.環境問題 2.自然保護 3.自然体験 4.資源エネルギー問題F 環境・自然
1.健康づくり 2.医療 3.介護 4.こころの健康G 健康・医療
1.防災 2.減災 3.被災時の対応 4.救命救急 5.防犯まちづくり 6.交通安全H 防犯・防災
1.子育て 2.教育 3.読書 4.読み聞かせI 子育・教育
1.食育 2.地産地消 3.地域食材 4.食の安全J 食育・食の安全
1.消費者問題 2.年金 3.金融 4.保険 5.税金 6.生活設計
7.ライフプラン

K 生活設計

1.郷土理解 2.地域理解 3.地域産業 4.地域交流 5.お茶のまち
6.コミュニティデザイン

L 郷土・地域

1.市民主体のまちづくりを推進する人材の育成M 人材の育成
1.教養の向上・趣味等N 教養・趣味
1.体育・レクリエーションO 体育・レク
1.その他P その他
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消費者と事業者の格差のイメージ図

事業者 消費者

格 差



・消費者教育推進法の成立 2012年

契約に関する 7.9%

知識の正答率 11.3%

2025.1月消費生活センター実施の意識調査より

消費生活センターで消費生活相談ができる

ことを知っている割合

 契約成立のタイミング

 契約後の返品（原則不可）

41.9%

出典：消費者庁「令和6年度第5回消費生活意識調査」
・「消費者教育を受けたことがない」 83.6％



第３次計画
（2023年度～）評価概要第２次計画

（～2022年度）

••

••

••

••



第３次計画
（2023年度～）評価概要第２次計画

（～2022年度）
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静岡斎場 清水斎場 庵原斎場

庵原斎場

清水斎場静岡斎場



国立社会保障・人口問題研究所資料

千人未満四捨五入



2030～2034（計画）2026（計画）2025年度

実施

内容
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